










（ 続紙 １ ）                             














































































































（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
 
本論文は、ドイツ等において展開されている比例原則論との対比において、違憲
審査基準論は、厳格度の異なる複数の審査基準を用いる点及び論証責任の分配を問
題とする点等に特色があるとする理解に基づいて、アメリカの最高裁判例及び学説
等を綿密に調査した上で、違憲審査基準を構成する考慮要素を明晰に整理し、目的
審査における厳格審査基準と中間審査基準の区別を明確にするとともに、手段審査
について「より制限的でない代替手段」（LRA）の基準の判断枠組みを緻密な手法
で再構成しようとするものであり、以下の点で違憲審査基準論に新たな知見をもた
らす優れた水準の業績であると評価できる。 
 第一に、本論文は、違憲審査基準を構成する考慮要素について精緻な分析を加え
た点において重要な意義を有している。従来の違憲審査基準論は、基準を選択する
基準に議論が偏る傾向があり、その結果として、審査基準の適用が画一化している
との批判を招いてきた。それに対して、本論文は、審査基準の適用段階で考慮すべ
き要素・観点に着目し、目的審査について「目的実現の必要性」を構成要素として
概念化するとともに、手段審査についても、過剰包摂性及び過少包摂性の問題を射
程に入れつつ、緻密な考察を加え、その構成要素を狭義の関連性と相当性に整序す
るなど、審査基準の適切な適用に重要な貢献を果たすものである。 
 第二に、本論文が、LRAの基準について理論的に鋭利な分析を加え、これを比例
原則論にいう必要性の原則と同視する見解を批判し、問題となる法律の手段と代替
手段の間での限界的利益衡量の手法として位置付けたことは、従来からこの基準が
厳格なものとして理解されてきた理由を明確にし、その適用に新たな地平を切り拓
くものであり、高く評価されなければならない。 
 第三に、違憲審査基準の適用段階において立法事実が特に重要となる考慮要素を
示し、当事者が論証すべき立法事実の内容を具体的に検討することで、違憲審査に
おける論証責任の意義を明らかにし、その判断構造の精緻化を図っている点も、本
論文の優れた成果であるといえる。 
 第四に、アメリカの最高裁判例等を丁寧に検討し分析する手法が堅実で優れてい
ることに加え、アメリカの判例法理に特有の用語法に囚われることなく、他の学問
分野の知見をも活用し、違憲審査の判断過程を批判的に検証可能な形で構造化しよ
うと試みている点も高く評価できる。 
 もっとも、その反面として、従来用いられてきた概念との関係が整理しきれてい
ないという問題があり、また合理性の基準の適用の在り方や平等審査など、検討が
留保されている領域が残されている。しかし、これらの点については、今後の研究
を通じて考察が深められていくことが十分に期待される。 
以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであ
り、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認められ
る。また、平成31年1月25日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行っ
  
た結果合格と認めた。なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当する
ものと判断し、公表に際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したもの
とすることを認める。 
 
